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[概要]  2002 年度に環境経営格付機構により行われた環境経営格付けの結果について統計的
な観点から分析を行った。この結果、業種間格差を引き起こしてしまう質問項目やそれを改善す

るための方法について分析を試みた。さらに、2003年 3月に開示された PRTRデータや企業の
二酸化炭素排出量といった定量的な環境負荷項目を用いて格付結果の分析を行った。 
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1. はじめに 
20世紀の飛躍的な経済発展により、人類は歴史

上類を見ない繁栄を築いてきた。これらの反映の礎

となった一貫した経済優先政策は、大きな繁栄の代

償として地球環境問題という人類の存亡をも脅か

す問題を生み出した。日本では、1970年代に公害

問題として環境問題が顕在化したが、政府や企業は

経済優先主義を変更することなく、対処療法によっ

てこれを切り抜けてきた。その後も企業のグローバ

ル化の流れはとどまるところを知らず、環境問題は

1990年代に入り地球温暖化、オゾン層破壊といっ

た人類の存亡そのものを脅かす地球環境問題へと

肥大化してしまった。 

このような現状に対し、これまでのような対処療

法ではなく、持続的発展可能な社会の形成という根

幹的な対応が世界全体で採択され始めている。日本

では環境関連法規制の強化、および循環型社会の形

成へ向けた法整備が行われている。これらの法整備

や消費者の環境意識の高まり、拡大生産者責任とい

う考え方の浸透により、地球環境問題への対応を企

業に迫る外的な圧力は、日増しに高くなっている。 

従来の資本主義経済では、企業は公正を軸とした

自由競争の下で経営と利潤の拡大のみを図ってき

た。しかし、地球環境問題が深刻化した現在、この

問題を無視した企業活動自体が成り立たなくなっ

ている。 

企業経営にとっては環境への対応＝コストの増

大、と見なされる傾向にあったが、このような現状

に至り、製品の環境対応を超えて経営自体の環境対

応（環境経営）ができない企業は、市場から排除さ

れる。すなわち、環境への対応は企業経営にとって

必要不可欠な要素となってきているのである。この

ような傾向は、投資家が収益性や安全性のみではな

く、企業の環境経営、さらには企業の社会的責任と
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いった部分をも考慮に入れた投資を行うケースに

おいても推察される。日本においては、そのような

投資の市場規模は 1%程度に過ぎないが、欧米では

すでに約 10％に達しており、今後日本でもこのよ

うな投資家の意識の変革は進んでいくと考えられ

る。 

このような観点から、環境経営は初期段階ではあ

る程度のコスト増大を企業に強いるが、企業経営に

おいてそれ以上のメリットである、リスクの低減、

企業価値の向上等を図ることも可能なのである。 

しかし、ここで一つの問題が生じる。それは、投

資家や消費者等のステークホルダー（利害関係者）

にとって、企業の環境経営度の判断が非常に困難と

いうことである。 

この問題を解決するための判断材料として、2002

年度に科学技術振興事業団の補助のもとに、環境経

営格付機構（以下格付機構）による「企業の環境経

営格付」が行われた。このような第三者による評価

結果をステークホルダーが利用することによって、

企業の環境経営への対応を比較的容易に知ること

が可能となるのである。 

本研究では、上述の企業の環境経営格付の結果を

統計的手法、2001年度PRTR結果**、ならびに経済

産業省主管プロジェクトである「LCA プロジェク
ト」によるデータ**などを利用した分析を試みた。 

 
2. 環境経営格付手法 
格付機構による評価手法の目的は、対象とする企

業の「経営方針や戦略」、「体制やしくみ」、「活動や

成果」の３つの側面から、それぞれの環境保全活動、

環境経営の確かさ、社会・文化・企業倫理に関する

責任の履行などを 20項目（表 1参照）、合計 60項
目の領域に関して、216項目の質問による評価を行
うことである。 
各質問項目の回答欄には、達成度と評点と呼ばれ

る欄があり、達成度は、質問内容について十分に満

たしている場合を 100％として、企業の実態がその
項目を満たしている割合を企業と格付委員の対話

によって決定する。その結果得られた達成度につい

て、70％以上の場合には評点を 1、70％未満の場合
には評点を 0とし、得られた評点によって最終的な
格付を行う。 
この格付機構による格付けの特徴は、勝手格付け

ではなく企業との対話によって格付けを行うこと、

また、個々の質問に対する裏付け資料の提出を要求

していることにある。 
この裏づけ資料によって、質問に対する回答の質

を一定に保ち、最終的な格付結果の質を保証するこ

とが可能となる。 
 ただし、2002 年度の格付けは試行段階にあり、
企業との間に秘密保持契約を締結した上での格付

けとなっている。そのため、本論文においても企業

が特定されない処理を行ったうえで記述している。 

表 1 質問項目表 
分類 項目 

A 経営理念 

B 

企業統治  

（コーポレート・ガバナンス） 

C リスクマネジメント 

環境経営信頼

性評価 

D 情報開示と説明責任 

E 地球温暖化対策 

F 

資源循環 （リデュース ・ リ

ユース ・ リサイクル） 

G 

有害化学物質管理 

 （含・環境ホルモン） 

H 大気 ・ 水質 ・ 土壌汚染 

I 事業立地と社会資産形成 

J グリーン購入 

K 廃棄物処理 

L エコデザイン 

M 物流 （ロジスティックス） 

N 環境報告書 ・ 環境会計 

環境保全評価 

O 

資源・エネルギー効率 ・ 

 環境効率の向上 

P 企業倫理の向上 

Q 地域社会への配慮 

R 消費者への配慮 

S 労働安全衛生 

社会・文化・倫

理評価 

T 機会均等 

 
3. 格付機構による対象企業選択の妥当性評価 
格付機構による格付対象企業は、全 86社である。
本研究では、これらの企業を表２のように分類して

評価を行った。 
 格付機構による対象企業の選択においては、環境

経営に関して、一般的な企業よりも先進的な取り組

みを行っているとされている大企業を対象企業と

して選択した。 
そこで、格付機構によって選択された対象企業が

どの程度の環境負荷を与えているのかについて、各

社のCO2排出量を用いて評価を行った。各社のCO2

排出量については、環境省 2002年度環境報告書デ
ータベースをもとにした。ただし、19 社について
はデータが存在しない、またはエネルギー産業に属

するため、これを除いた 57社についての CO2排出

量をカウントした。エネルギー産業の CO2 排出量
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に関しては、多くの企業においてエネルギー消費量

を CO2 排出量に算入しており、エネルギー関連企

業の CO2排出量をカウントすることは 2 重カウン
トとなるため算入しなかった。 
結果を 
図 1 に示す。日本国内の CO2総排出量は 13 億

2000 万トンであり、対象企業は国内全排出量の約
8%を占めていることがわかる。したがって、これ
らの対象企業の環境へ与えている負荷は非常に大

きなものであり、これらの企業の環境経営を促すこ

とは非常に重要であると考えられる。 

表 2 格付対象企業分類 

大分類 小分類 企業数(社) 

機械 5 
自動車 3 
精密機器 4 
他製造業 3 

製造（組立） 

23社 

電気機器 8 
医薬品 4 
化学工業 8 
石油 5 
繊維 7 
鉄鋼 6 

製造（素材） 

36社 

窯業 6 
エネルギー 6 
運輸 3 
建設 5 
小売業 4 
食品 3 
他非製造 4 

非製造 27社 

不動産 2 

 

8,440

942

1,262 製造（素材）

製造（組立）

非製造

79.3%

8.9%

11.9%

合計 10,644
単位：万トン-CO2

 

図 1 格付対象企業が排出する CO2量 
 
4. 環境経営格付結果の分析 
 格付機構による評価の結果の平均を表 3 に示す。
この結果からは、業種の大分類における有意な差は

見られない。したがって、質問項目が業種によって

有利、または不利に働くことは無かったと考えられ

る。 
次に各企業の達成度と評点の結果を、図 2に示す。
自明の結果ではあるが、評点と達成度の間には一定

の関係が見られる。このことから、格付委員による

評価がある程度正確に行われていたことがわかる。

達成度と評点の結果を、業種の小分類ごとにまとめ

たものを図 3に示す。図 3の結果では、達成度と評
点が必ずしも一致していない。例えば石油と繊維を

比較すると、双方において評点が同程度であるにも

かかわらず、達成度には大きな隔たりがある。この

ように、評点は同じであるが達成度に違いがある傾

向は、個々の質問項目における達成度は 70％以上
ではあるが 100％には達しない場合などにおいて
見られる。評点は、達成度が 70％を超えていれば 1
と評価されるので、内容の詳細を見ることには不向

きである。このような理由により、図 2の結果にお
いても、達成度と評点の間にばらつきが生じたと考

えられる。 
 これを確認するため、図 3において評点がほぼ同
じ値である繊維業と鉄鋼業について、質問項目ごと

の達成度を比較したものを図 4 に示す。この結果
では、鉄鋼業では、全ての質問項目について繊維業

よりも達成度が低くなっている。鉄鋼業について、

現段階では環境などへの対応は一定の評価（達成度

70%以上）ができるが、さらに達成度の低い項目に
ついては改善していく余地が残されていることが

わかる。 
 ここで、鉄鋼業で達成度が 70%未満の項目が複
数あるにもかかわらず、評点は繊維業と等しくなっ

たのは、質問項目にはさらに詳細な小問があり、小

問の平均を取っているためである。 
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 次に、質問項目ごとの結果を検証する。図 5 は
質問項目ごとの業種別達成度を示したものである。

この図から、全業種を通じて達成度の低い質問項目

が存在することがわかる。「C.リスクマネジメント」、
「I.事業立地と社会資産形成」、「M.物流」、「N.環境
報告書・環境会計」、がこれに当たる。このように

全業種で達成度が低い項目では、対象企業がこれら

の項目の内容を十分に満たしていない、すなわち対

応の進んでいない分野であると考えることもでき

るが、格付手法自体が開発段階にあることを考慮す

ると、質問項目自体に何らかの問題があると考える

こともできる。C、I、M、Nの 4項目については、
格付結果の公表後に格付対象企業に対して行われ

たアンケートで、「質問項目の内容が理解できなか

った」、「どのような証拠資料を提出して良いのかが

わからなかった」といった指摘を多数受けた項目で

あった。特に Iの事業立地に関する質問は、企業に
とって事業立地や景観保護といったものが環境問

題として認識されていないために、質問の内容がほ

とんど理解されなかったと考えられる。したがって、

今後これらの質問項目については、再検討が必要不

可欠である。 
 次に、業種によって達成度に大きな差がある項目、

「E.地球温暖化」、「F.資源循環」、「J.グリーン購入」、
「L.エコデザイン」、「O.資源エネルギー効率・環境
効率の向上」等では、質問項目に業種間格差を助長

する内容が含まれていると考えられる。環境保全項

目において、製造（組立）業の達成度は高いが、そ

の他の業種では達成度が低い傾向が多く見られる。

これは、製品（組立）業を主眼においた質問がなさ

れたために、それ以外の業種では回答が困難になっ

たものと考えられる。これより、これらの項目につ

いては業種間格差を低減する措置が必要である。具

体的には、業種間における重み付けなどが方法とし

て考えられる。 
これらの質問項目自体の問題は、業種ごとに質問

を細分化していない現在の格付手法においてはあ

る程度許容せざるを得ないが、今後ステークホルダ

ーに対して結果の公表を行う段階では、誤解を招く

結果となるため問題であると考えられる。 
以上から、今後さらなる質問項目の改善や修正、

質問項目ごとの重み付けのような、業種間格差を是

正し、かつ効果的な質問項目の作成が望まれる。 
表 3 業種大分類ごとの格付結果の平均 

業種 評点 達成度 

製造（素材） 0.88 82% 

製造（組立） 0.87 80% 

非製造 0.84 82% 

総合 86% 81 
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図 3 業種別格付結果 
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図 5 質問項目ごとの業種別達成度 
 

5. 定量的環境負荷による環境経営格付結果の分析 
次に、PRTR法によって開示された格付対象企業
における有害化学物質の排出による環境負荷、お

よび CO2排出による環境負荷を用いた、格付結果

の分析を示す。 
 分析に当たっては、有害化学物質、CO2 排出
を障害調整後生活年（Disability Adjusted Life 
Years：DALY）と呼ばれる指標を用いる。 
障害調整後生活年（以後 DALY と表記）とは、
ハーバード大学の Murray らが世界銀行の要請に
より行ったGlobal Burden of Disease研究の中で
WHOと共同で開発した健康指標である。この研究
は、地域や国単位での疾病による負担を定量的に

とらえることや、国際間でこれを比較することを

可能にしたものである。DALY は、早死による生
命損失年数と障害による相当損失年齢の和によっ

て求められる。(1)早死に損失年数、(2)生存年数の
社会的価値（年齢による重み付け）、(3)時間割引、
(4)障害の重み付けを利用して、以下の式によって

DALYは算出される。 
 
 
ここで、  )exp( xCx b- は年齢による重み付

けを表す。これを x について微分すれば、
)exp()1( xxCx bb -- となり、  b1=x の時

に極大値をとる。Murrayらは 25歳での 1年間の
価値が最も高くなるよう、  b =0.04 を設定して
いる。 )}(exp{ axr --   は時間割引を示し、
Murrayらは r=0.03、すなわち 25歳の極大から年
率 3%で 1 年の価値が減少すると設定している。a
は障害発生時点または死亡時点、Lは障害の持続時
間または死亡時点での期待寿命を表す。D は大賞
障害病による障害の重み付けである。健常の場合

D=0、死亡の場合 D=1とし、各疾病の障害戸は専
門家によるデルファイ法により 7 段階に分類され

ている。DALY は発生数及び死亡数、発生または
死亡の年齢、罹患期間、疾病の重さによって規定

される。 
このような考え方を用いて、CO2を 1kg排出す
ることによる DALYやその他の環境負荷物質 1kg
排出による DALYを計算することが可能である。 
 例えば CO2排出に関して、CO2を 1kg排出す
ると、7.25E-8DALY 損失する。よって、世界の
CO2総排出量 240億トンの与える影響は、170万
DALY となり、人間の健康における約 3 万年分の
損失に相当する。世界の人口を 60億人として一人
あたりに換算すると、1年間の CO2排出によって
本来の余命が 2．5時間短縮されたと考えることが
できる。 これらの DALY の計算は、産業省主管
プロジェクトであるLCAプロジェクトによって算
出されたものを利用する。一部を抜粋して 、表 4
にまとめる。ただし、ここで示されている DALY
の値では、時間割引を採用していない。時間割引

とは、人間の経済的価値を評価する場合に行われ

るものであり、LCAプロジェクトによるDALYの
計算では、環境負荷による生存期間の損失を評価

する場合には適さないとして、時間割引を採用し

ていないため、本研究においてもこの見解に従っ

た。 
表 4 ＬＣＡプロジェクトによって計算された
DALYの値 
物質 DALY/kg 影響 

CO2 7.25E-08 温暖化 

CFC-11 1.34E-03 オゾン層破壊 

砒素 1.84E-03 

カドミウム 2.49E-03 

Ni 化合物 3.12E-03 

人 間 健 康   

（大気放出） 

本論文では PRTR 法によって開示された、格付
対象企業のもつ工場から排出された有害化学物質

を DALY に換算したものと有害化学物質の届出件
数、環境報告書より得た CO2排出量を企業の定量
的な環境負荷として利用する。 
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 まず、企業によって公開された CO2排出量と
PRTR 法によって開示された有害化学物質の排出
量の関係を図 6に対数グラフで示す。この図から、

CO2 排出量が大きな業種では、有害化学物質によ
る環境負荷も大きい傾向が見られることがわかる。

すなわち、部分的であっても環境負荷が大きな産

業では、その他の環境負荷項目についても注意が

必要であるということを示している。 
次に、個別の項目である有害化学物管理について

分析を行う。PRTR 法に基づく有害化学物質の届
出数に対して、有害化学物質管理に関する質問（G）
の業種別平均達成度をプロットし、図 7 を得た。
この図から、届出物質数、すなわち管理すべき物

質数が増加すると達成度が上昇していることがわ

かる。このことから、管理物質が多い業種では、

化学物質管理のための体制が整っているためにそ

のような結果となったと考えられる。その傾向と

は別に、管理物質数が少ないにもかかわらず、達

成度が高い業種が見られる。これらは、PRTR 法
で規定された 5 トンを超えない範囲で化学物質を
多数扱っている業種や、鉄鋼産業や繊維産業のよ

うに取り扱い化学物質数は極端に多くないが、大

量に使用するといった業種がこの範囲にある。こ

のような例外的な傾向が現れるのは、格付手法の

問題ではなく、PRTR 法では化学物質を 5 トン以
上使用する場合に届出の義務が発生するためと考

えられる。 
 
6. まとめ 
第 3 章に示したように、格付機構によって選択
された企業は排出している環境負荷が高く、これ

らの企業の環境経営を促すことは地球環境問題を

解決するための 1 つのアプローチとして十分な役
割を果たすものと思われる。 
しかし、格付け自体は試行段階であるため、第 4
章で論じたような複数の問題点があると考えられ

る。 
＊業種間格差の是正 

第 4章で論じたように、格付機構による
環境経営評価は業種間格差が大きく現れて

いる。そのため、業種間格差を是正するた

めに業種別の質問項目を開発する必要があ

る。 
＊ 定量的評価項目の導入 

第 5章に示したように、定量的項目と格
付結果は一定の関連を持っていることがわ

かった。これにより、定量的な評価項目を

導入することによって、今回行ったように

すでに公開されている PRTR や CO2 以外
についても、格付結果と実際の企業の環境

負荷を比較し、格付結果の科学的な検証が

可能となる。同時に、格付手法自体の妥当

性を証明することも可能となる。 
＊  その他の一般的な問題点 

その他の問題点として、格付機構による

評価は定性的な質問項目によるものである

ため、評価者（格付委員）による結果のば

らつきを最小化する必要がある。そのため

には、評価者の教育が不可欠であると考え

られる。また、企業側の回答者と格付機構

の格付委員が容易に点数をつけることがで

きるような、評価体系の構築が必要である

と考えられる。 
 
これらの問題点を改善することができれば、ス

テークホルダーに対してより精度の高い格付結果

を提供することが可能となると考えられる。 
 また、すでに格付けを行っている海外の機関や

国内の新聞社などの格付結果と違いが生じた場合

に、なぜそのような違いが生じたのかについて説
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図 5  CO2排出量と有害化学物質によ
る被害の関係 
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